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はじめに 

 このマニュアルは、沖縄県内及び近県において「地震」、「津波」、「火災」、「風水害」その

他による大規模災害（以下「災害」という。）の発生が予想される場合に、被害を未然に防

止し、又は災害が発生した場合に、被害を最小限にとどめるとともに、災害の復旧を図る（以

下「防災」という。）ために、「沖縄大学（以下「本学」という。）」における防災の組織、教

職員及び学生の災害時の対応を定めたものです。（別表１参照） 

 

Ⅰ 災害に備えて 

 （１）突発的な災害に備えるため、日頃から次の点に留意願います。 

① 消火器・屋内消火栓及び火災報知器の設置場所と使用方法を熟知しておくこと。 

② 自分が普段使っている建物等の非常口や災害時の避難場所を確認しておくこ

と。 

③ 講演会等で多数の人が集まる会場においては、必ず避難経路を事前に参加者に

周知しておくこと。 

④ 書棚等転倒のおそれのあるものには、転倒防止装置を取り付けておくこと。 

⑤ 重い物、割れやすい物を部屋の上部に置かないこと。 

⑥ 日頃から実験室等を整理しておくこと。また非常口や防火扉の前、廊下、階段

等に荷物を置かないこと。 

⑦ ガス栓等の場所を確認しておくこと。 

⑧ 身の回りに非常用持出袋を用意しておくこと。 

⑨ 災害発生時の通報体制を整備・確認しておくこと。 

⑩ 被災時の居場所の確認のため、研究室や事務室単位等で緊急時連絡網を作成し、

携帯しておくこと。 

⑪ 災害対策本部が設置された場合の自分の役割を確認しておくこと。 

（２）研修・訓練の実施  

 防火訓練・研修を行い、消火技術・知識を身に付けるとともに、防火意識を高める。  

（３）啓蒙活動  

 防火に関する講習会開催、ポスター掲示等により啓蒙を行う。 

２．設備等の点検  

（１）以下の点検を常日頃から心がけ、異常がある場合は早急に改善する。  

① 火災報知器（非常ベル）、屋内消火栓等は正常に作動するか、消火器具や避難器

具に異常はないか、誘導灯のランプが切れていないか等の点検確認を行う。  

② 非常口、防火扉、防火シャッター等は正常に作動するか点検確認を行う。また、

付近に障害物がある場合は撤去する。  

③ 防火水槽の水位は適正か、付近に障害物がないか点検確認する。  

④ 屋外消火栓付近や緊急車両が通行する道路に路上駐車がないか点検確認する。 



消火・救命活動は１分１秒を争うため、消防車・救急車等の大型車両の通行に支

障がないようにする。 

 

Ⅱ 災害時の対応 

１．地震発生時の対応 

   地震時の三原則 

    ①身の安全の確保    ②すばやい火の始末     ③避難口の確保 

 

  

 

 

 

 

（１）地震発生時 

突発的な地震に備え、気象庁が公表している震度と実際に発生する現象や被害と

の対応「気象庁震度階級関連解説表」（別表２）を認識しておくこと。 

 特に、立っていることができない震度６強の強い揺れの場合、建物や道路、電話、

電気、ガス、水道等のライフラインは麻痺していることを覚悟しておくこと。 

【屋内にいるとき】 

不用意に戸外に避難しないこと。なお、避難する場合は、周囲の状況をよく見て

判断すること。 

○研究室、事務室、教室等にいるとき 

① テーブルや机の下に身を隠し、落下・転倒物（書棚、黒板、蛍光灯等）から

身を守る。 

② ドア付近にいる人は、ドアを開け避難口を確保する。 

③ 窓際にいる人は、窓ガラスの飛散を防ぐためにブラインドやカーテンを閉

め、急いで窓際から離れる。 

○実験室にいるとき 

① まず身の安全を図り、揺れが治まってから火の始末をし、電気器具などの電源

を切る。 

② 火災が発生した場合、揺れが治まってから適切な消火器で初期消火活動を行う。

消火不能の場合は、部屋のドアを閉めて直ちに避難する。 

③ 二次災害防止のため、危険物の取り扱いに十分注意する。 

○廊下にいるとき 

① 壁が倒れてくるおそれがあるので、衣服や持ち物などで頭を覆い、速やかに近

くの教室等部屋の中に避難して机の下にもぐる。 



② 近くの教室等部屋に入れない場合は、落下のおそれがあるものの下から離れ、

衣服や持ち物などで頭を覆ってかがみこむ。 

○エレベーターに乗っているとき 

① 全ての階のボタンを押して、停止した階で降りる。 

② 途中で停止した場合は、非常ボタン又はインターホーンで外部に救助を求める。 

○図書館、体育館、食堂等にいるとき 

① 落下・転倒のおそれがある物（本棚、ロッカー、自動販売機など）から離れる。 

② 使用中の電気器具の電源を切る。 

【屋外にいるとき】 

① 建物やブロック塀等倒壊のおそれのあるものから離れた空き地に避難する。 

（２）地震沈静化後 

① 地震沈静化後は指定された緊急避難場所（構内中庭）に避難する。 

② 研究室や事務室単位等でお互いに安否を確認し合う。 

③ 地震による津波に注意する。正しい情報をラジオ・テレビ・インターネット･広

報車等を通じて入手し、特に警報又は注意報が発令された場合は解除されるま

で気をゆるめない。（詳細は、「２．津波発生時の対応」のとおり） 

２．津波発生時の対応 

（１）正しい情報を入手する 

① 気象庁は、津波のおそれがある場合、地震発生後約３分程度で、大津波警報・

津波警報または津波注意報（以下「津波警報等」という。）を発表する。地震が

治まったら、ラジオやテレビ・広報車等より、津波警報等及び避難勧告・指示

等の情報収集に努め、津波に関する情報を正確に把握する。 

② 津波警報等において、予想される津波の高さは、通常は５段階の数値で発表さ

れるが、マグニチュード８を超えるような巨大地震に対しては、最初に「巨大」

や「高い」という言葉で発表される。（３頁「津波警報等の種類」のとおり）「巨

大」「高い」等の言葉で津波の高さが発表されたら非常事態であるので、ただち

に避難を開始する。 

③ 津波の情報（経路、予想される津波の高さ、到達時間等）を得たら、できる限

り周囲の学内利用者（児童・生徒・学生・教職員等）にも通知し、避難を呼び

掛ける。 

④ 気象庁の発表する津波の高さは、海岸線での平常潮位（津波がない場合の潮位）

からの高さであり、場所によっては予想よりも高い津波が押し寄せる場合があ

る。また、遡上高（海岸から内陸へ津波がかけ上がる高さ）は、津波の高さの

４倍程度になることもあるため、気象庁が発表する数値が低い場合も安心せず、

なるべく高い場所へ避難する。 

（２）早く避難する 



① 津波の情報を把握したら、所属管理上位者（教員、教諭、部課長等)の指示によ

り、素早く避難する。所属管理上位者がいない場合は、各自の判断で避難する。

避難場所は最寄りの建物の上階等、できる限り高い場所とする。 

② 震源が陸地に近いと津波警報等が津波の襲来に間に合わない場合がある。強い

揺れや、弱くても長い揺れがあったら、直ちに避難を開始する。 

③ 後続のものに支障とならないように、なるべく徒歩で避難する。 

④ 津波は繰り返し襲う上に、後から来る波の方が高くなる場合がある。一度避難

したら、避難勧告・指示等が解除されるまで戻らない。 

【津波警報の種類】 

 

（気象庁ホームページより） 

３．火災発生時の対応 

火災時の三原則 

① 早く知らせる ② 早く消化する ③ 早く避難する 

（１）早く知らせる 

① 「火事」ということを大声で叫び、近くの人に早く知らせるようにする。 

② 非常ベルを使用するとともに、慌てず正確に管理部署及び１１９番に通報する。 

（２）早く消火する 

① 身の安全を守るための脱出口を確保してから、屋内消火栓、消火器を使って消

火に当たる。ただし、薬品火災については、消火器及び水を使用できないもの

があるので注意する。 

② 必要に応じて自衛消防隊を編成し、消火活動に当たる。 

③ 消防隊が到着した場合には、火災の延焼状況を報告する。 



（３）早く避難する 

火が大きくなった時には無理な消火をしようとせず、次の要領で素早く避難する。 

① タオルやハンカチで口を覆い、煙を吸わないようにできるだけ姿勢を低くして

避難する。 

② 煙で前が見えない場合は、壁に手を当て方向を確認しながら避難する。 

③ 避難するときは、燃えている部屋の窓やドアを閉め、延焼をできるだけくい止

める。 

④ 一度避難したら再び戻らない。 

（４）初動措置  

①発見・通報  

１）火事を見たり、火事を出したりしたら、大きな声で「火事だー」と叫び、付

近の人に知らせ、協力して初期消火・通報・連絡作業を分担し、迅速に対応

する。一人の場合は落ち着いて冷静に対処する。  

２）屋内消火栓の非常ボタンを押して非常ベルを鳴らす。  

３）消防署（１１９番）に火災であることを通報する。また、以下の者に至急知

らせる（携帯電話・ＰＨＳの場合は市外局番からダイヤルする。ただし、１

１９番は市外局番不要）。 

緊急時 学内連絡先  

★ 自 衛 消 防 組 織 ・ 通 報 担 当  総 務 課 ： 内 線 152 施 設 課  内 線 201           

［夜間・休日］ （本館警備室 内線 110 3号館警備室 内線 344） 

４）被災者があるときは、救出して応急処置をした上で連絡する。併せて、学生

支援課：内線 113または保健室： 内線 119にも連絡する。 

４．集中豪雨・台風時の対応 

風水害の三原則 

①気象情報に気をつける ②点検補修は早めに ③避難の準備を 

（１）風水害発生時 

① 気象情報に注意しながら、自分の居室のある建物の点検を行い、必要に応じて補

強する。また屋外の飛散するおそれのある物を屋内に搬入する。 

② 屋外の道路標識等は強風に備えて倒す。 

③ 大木やブロック塀等倒壊のおそれのあるものから離れる。車やバイク等も必要

に応じて移動させる。 

④ 低地においては土嚢を準備するなど、浸水防止に努める。 

⑤ カーテンやブラインドにより窓ガラスの飛散に備えるとともに、窓ガラスから

離れる。 

⑥ 土砂崩れ等が想定される地区においては、早めに避難準備を進める。 

○集中豪雨 



 梅雨の終わり頃に短時間の内に狭い地域に集中的・突発的に雨が降るため、予測が極

めて困難である。 

 中小河川の氾濫や土砂崩れ、崖崩れなどによる大きな被害が予測されるため、崖付近

や造成地などでは気象情報に十分注意を払うことが必要である。 

５．自宅等で災害に遭遇した時の対応 

① 上記１～４を参考に各自安全の確保に努める。 

② テレビ、ラジオ等で交通機関及び道路の遮断等の情報収集に努める。 

③ 無理して出勤・登校せずに、本学の電話連絡網を活用し連絡あるいは、本学から

のメールによる連絡又は本学ホームページにより休業・休校状況について確認

する。なお、休講については「暴風時等の講義及び定期試験の措置に関する規定」

などを参照のこと。 

④ 休業・休校になっていない場合でも、自身で出勤・登校することが危険だと判断

したときは自宅で待機し、本学に事情等を連絡する。 

⑤ 危険な状態がなくなり、交通機関等が復旧した場合は本学に状況を確認してか

ら出勤・登校する。 

 

Ⅲ 災害時の連絡体制 

１．災害時の通報体制 

 被害及び避難の状況報告は、災害対策の基本となるものなので、正確かつ適切な状況

報告をすることが大切である。 

 また、部局等においても通報体制を整備しておくことが必要である。 

（１）災害発生時の緊急連絡体制は別表３（キャンパス 110番）のとおりとする。 

２．緊急連絡先 

（１）危機管理対策本部が設置された場合の連絡先は別表４のとおりとする。 

（２）災害時優先電話の設置場所、電話番号等は（別表●）のとおりとする。 

（３）外部緊急連絡先は別表５のとおりとする。 

 

Ⅳ 危機管理対策本部 

１．危機管理対策本部の設置 

（１）学長は、震度６弱以上の地震が発生したときは、「沖縄大学危機管理規程」に準じ、

学長を本部長とする沖縄大学危機管理対策本部（以下「対策本部」という。）を設置

する。 

 なお、震度５強以下の地震、その他の災害が発生し、又は発生するおそれがある

ときは、必要に応じて対策本部を設置する。 

 学長不在時は副学長がその任にあたる。 

（２）対策本部の組織は「２．対策本部の構成」のとおりとする。 



（３）重大な災害が勤務時間外に発生した場合は、学長又は出勤できた上位の理事・職員

が対策本部を設置するものとする。 

（４）対策本部は、本館３階会議室に設置するものとする。なお、この会議室に設置が困

難な場合には、学長の判断により、適宜判断し別に設置する。 

２．対策本部の構成 

（１）本 部 長  学長 

（２）副本部長  常務理事、副学長 

（３）本 部 員 

      事務局長 

  学生部長 

          教務部長 

          図書館長 

          マルチメディア教育研究センター長 

          教職支援センター長 

          地域研究所長 

          経法商学部長 

          人文学部長 

 健康栄養学部長 

（４）対 策 班（総務班、消火班、施設班、避難誘導･救護衛生班、搬出班） 

①総 務 班  班  長（事務局長） 

副班長（総務課長、経営企画室長、入試広報室長） 

班  員（総務課職員、経営企画室職員、入試広報室職員） 

② 消 火 班  班  長（教務部長） 

副班長（教務課長、教職支援センター事務長） 

班  員（教務部職員、教職支援センター職員） 

③ 施 設 班  班  長（事務局長） 

副班長（施設課長、地域研究所事務長） 

班  員（施設課職員、地域研究所職員、 

マルチメディア教育研究センター職員） 

④ 避難誘導・救護衛生班   

班  長（学生部長）  

副班長（学生支援課長、就職支援課長） 

班  員（学生支援課職員、就職支援課職員、健康栄養学部助手） 

⑤ 搬 出 班  班 長（図書館長） 

副班長（図書館事務長、経理課長） 

班  員（図書館職員、経理課職員） 



⑥ 各班班員 上記①～⑤の各班長は、必要に応じて関係課の課長及び関係室の室

長の了解を得て、当該関係課及び関係室の職員の中から班員を指名することが

できる。 

３．要員の確保 

（１）対策本部の構成員（本部員）となる者は、対策本部の設置の有無が判明するまで本

学に待機するものとする。 

（２）対策本部長は、勤務時間内に対策本部を設置したときは、家族、家屋等の安全が確

認できた職員を中心に、対策本部の要員を確保する。 

（３）対策本部長は、通常の勤務時間外に対策本部を設置したときは、直ちに構成員を招

集し、出勤してきた職員により、対策本部の要員を確保する。 

（４）対策本部長は、対策本部の業務が２４時間勤務体制となる可能性が高いことから職

員の心身の健康に十分留意する。 

（５）対策本部長は、平常業務遂行要員の確保に努める。 

（６）対策本部長は、家族の負傷等職員個々の状況に応じて必要な場合は職員を帰宅させ

る。 

① 帰宅させる場合は、交通事情、道路事情に注意し、安全を確認したうえで帰宅

させ、帰宅後、被災状況を対策本部に報告させる。 

② 帰宅した職員は、家族の安否、家屋の被災状況等を確認のうえ、出勤可能とな

った場合は直ちに出勤する。 

④  帰宅した職員は、家族、家屋が重大な被害を受けた場合には、その旨を当該職

員が所属する各部局等の長（学部の長をいう。以下同じ。）又は各部の長（事務

局の各部長をいう。以下同じ。）に報告し、家族の看護、家屋の復旧のための応

急措置を行った後、可能な限り早期に出勤するよう努める。 

４．対策本部の役割 

（１）地震災害対策業務及び復旧業務を総括し、地震災害対策について大学としての意思

決定を行う。 

（２）対策本部の構成員を招集し、各対策班を指揮して必要な対策を講じる。 

（３）情報収集（被害状況、安否情報等）を行って、各対策班及び関係者に対し、必要な

情報を提供する。 

（４）自治体、消防、警察等の外部機関との連絡及び救護要請、マスコミ対応等の渉外対

応を行う。 

（５）救援物資等を調達・確保し、必要に応じて配給する。 

（６）学生及び教職員の安否確認を行う。 

（７）立ち入り禁止建物・区域の設定を行う。 

（８）屋外避難の解除、帰宅指示等を行う。 

（９）一斉帰宅の抑制と帰宅困難者のための待機場所の設置を行う。 



（10）各対策班の任務は、次項による。なお、本部長は、参集状況から見て、本部要員の

数が不足していると判断した場合は、追加参集の指示を出すことができる。 

（11）その他 

５．各対策班の担当業務 

（１）総務班 

○災害対策本部の運営 

○関係機関との連絡調整 

○職員の動員命令 

○各班との連絡調整 

○学内外の災害情報の収集・整理 

○テレビ、ラジオ等による近隣の災害情報等（火災、交通機関等）の収集・整理 

○報道機関への対応 

○その他 

（２）消火班 

  〇初期消火活動 

  〇消防署消防隊の支援 

（３）施設班 

○初期消火対応（障害物の除去等） 

○ライフライン（水道・電気・ガス）の状況確認 

〇電気・ガス源の切断 

○情報伝達網の整備 

○施設設備、地面等の被害状況確認 

○立ち入り禁止区域の措置（防火戸の閉鎖等） 

〇救援物資の管理 

○災害対策本部に必要な設営準備 

○その他 

（４）避難誘導・救護衛生班 

○避難、救出、救援、救護等の検討・調整 

○避難場所への誘導 

○避難場所へ誘導した人員の把握・本部への連絡 

○負傷者の応急手当 

○負傷者に診療可能な病院へ運搬手配 

○疾病の予防、衛生管理 

○その他 

（５）搬出班 

   〇重要物件の搬出 



６．地震が発生した場合の初動活動 

（１）勤務時間中に、強い揺れが発生した場合は、以下の対応をとる。 

① 地震発生時は、以下の行動をとり、身の安全を守ることを第一とし、揺れが収ま

り次第、あわてず避難する。 

a．火気使用設備の近くにいる者は直ちに火を消す。 

b．出入り口の近くにいる者はドアを開けて避難口を確保する。 

c．什器の転倒、窓ガラスの飛散、照明器具等の落下物に注意する。 

d．揺れが収まるまで机の下に入るなど、身の安全を確保する。 

e．エレベーターに乗っている者は、最も近い階に止めて脱出する。 

② 地震に伴い火災が発生した場合、火災発見者は、以下の行動をとり、火災発生の

周知及び初期消火等を行う。また、その他の職員等については、火気使用設備の

近くにいる者は直ちに火を消した上で、あわてずに避難する。 

a．火災発生を確認し、大声で周囲に知らせる。  

b．寄りの火災報知機のボタンを押す。 

c．可能な限り多くの人で消火栓、消火器等を使用し初期消火を行う。なお、危

険な場合は無理をせず避難する。 

d．消防機関（119 番）に連絡し、施設課に内容を通報する。 

③ 避難の際は、以下の事項を遵守する。 

a. 窓ガラス及び蛍光灯等の危険物から離れる。 

b．ドアを開けて出口を確保する。 

c．落下物に注意する。 

d．エレベーターは使用せず、階段を使用し避難する。 

e．出火階及びその上階の者を優先し、忘れ物等のため再び戻ることのないよう

にする。 

f．建物の倒壊等の危険がある場合は、速やかに屋外運動場へ避難する。 

g．屋外に出た場合、建物等から離れて行動する。 

④ 避難後は災害対策本部の指示に従い行動する。 

⑤ 授業・入学試験実施時、教授会等の各種会議開催時に、強い揺れが発生した場合

においては、 教職員は、学生や学外者等に対して、上記①～③の対応をとるよう

指示、誘導する。 

（２）休日等の勤務時間外又は出張時において、地震が発生した際、災害対策本部員及び

各対策班の班長は、以下の対応をとる。 

① 那覇市において、震度６弱以上の地震が発生した場合は、本館３階会議室（又は

代替場所）に、自発的に参集する。参集に当たっては、以下の点に注意する。 

a．家族、家屋等の安全を確認した後、速やかに参集する。ただし、本人又は家

族等が重大な被害を受けた場合においては、必要以上に無理をせず、参集可



能となった時点で参集する。 

b．参集に当たっては、交通、道路事情の情報をよく確認し、状況に応じた手段

で参集する。 

c．参集途上において、途中の被災状況を可能な限り把握し、情報収集に努める。 

d．参集のときは、筆記用具を携帯する。また、24 時間体制となることも考えら

れるので、生活に必要なものを、日頃から準備しておく。 

e. 各班長は、参集するにあたり、副班長・班員に参集を呼びかけることができ

る。ただし、参集の呼びかけの対象となる副班長・班員は、事前に指名して

おく。 

② 那覇市において、震度５強以上の地震が発生した場合は、総務課において、「勤務

時間外における緊急時の連絡先」等を用いて、速やかに情報の共有を図り、教職

員及び施設等の被害状況の把握に努める。また、災害対策本部員は、被害状況等

を把握した場合は、総務課に連絡する。 

７．帰宅判断 

 対策本部として、学生や教職員に帰宅指示等を行った場合は、学生や教職員は以下の点に

留意して行動するものとする。 

（１）公共交通機関が不通となった場合、帰宅の判断に迷う場合は、住居が大学構内から

１０㎞以内にあるか否かを目安とする。併せて、地震の規模、火災の発生状況、地

震が発生した時間、 交通機関の運行状況、停電の有無、自身の体調や体力を考え、

帰宅するかどうかを判断するものとする。 

（２）学生及び教員は帰宅する場合は、避難誘導班に報告のうえ、帰宅する。 

（３）職員が帰宅する場合は、各自所属する課（室）の長等に報告のうえ、帰宅する。 

（４）避難誘導班及び各課（室）は帰宅の報告をとりまとめたうえ、対策本部に報告する。 

（５）帰宅せずに、学内の避難場所の利用が必要となる場合は、対策本部が指定する待機

場所にて、引き続き待機する。 

８．学生の安否確認 

（１）学生支援課から、安全確認のための一斉メールを送信する。 

（２）就業時間内の場合は、学生を避難場所に誘導後、避難誘導班が、教員等の協力を得

て避難した学生の学籍番号と氏名を確認し、避難場所に待機する学生名簿を作成

する。 

（３）就業時間外の場合は、館内放送設備等により、避難場所に避難するように指示をす

る。建物内にいる教職員は適宜、学生の避難場所への誘導を行う。 

（４）学生部に学生の被災情報が寄せられた場合は、学生の所属及び氏名を確認のうえ、

対策本部に連絡する。 

９．教職員の安否確認 

（１）対策本部に教職員名簿を設置する。（教職員名簿は総務課にて常備する。） 



（２）就業時間中の場合は、教員は学生とともに避難場所に移動する。事務職員は、教室

外にいる学生等を誘導しつつ、避難場所へ移動する。 

（３）就業時間外の場合は、館内放送設備等により、避難場所に避難するように指示をす

る。教職員は、学生を避難場所へ誘導しつつ、避難場所へ移動する。 

（４）避難誘導後、避難誘導班と協力し、避難した教職員の氏名を確認し、待機場所に避

難する教職員名簿を作成する。 

（５）事務職員については、各課長又は室長等が、各課に所属する事務職員（非常勤職員

を含む）の安否を確認できた時点で、総務課へ報告する。 

（６）教員に対しては、総務課が安全確認のための一斉メールを送信し、安否確認を行う。 

１０．応急措置 

（１）職員は、二次災害の発生に注意を払い、建物、通路等の安全を確認する等災害の拡

大を防ぐよう努める。 

（２）職員は、危険物等の貯蔵所、取扱い施設等について直ちに立入禁止措置をとる。 

（３）職員は、災害による行方不明者、負傷者の発見に努め、救護・救援活動を行う。 

（４）救護・救援の本部は避難場所等に置くものとする。 

（５）職員は、負傷者を発見した場合には、救護衛生班と連絡をとり、その指示に従う。 

１１．災害時に必要な物資の調達 

（１）救援物資搬出入及び保管のための場所を確保しておく。 

（２）災害時に必要な食料品等の備蓄品（別表６）を整備しておく。 

 

Ⅴ 避難場所の提供 

１．避難住民の受入れ 

（１）近隣の住民が避難してきた場合は、対策本部長は、避難住民を受け入れるか否かを

決定する。 

（２）避難住民を受け入れるときは、副本部長は関係部局の長等と協議の上避難場所を決

定する。 

２．避難場所 

 避難場所 避難場所は、通常は、構内中庭とする。ただし、実際にどの避難場所を使用

するのかは、災害 及び建物の状況を踏まえて、本部長が判断する。 

＊「避難場所」は災害発生時に一時的に待機する場所、「避難所」は一定期間の宿泊が可

能な施設等を言う。 

３．避難者の避難場所及び避難所への誘導 

 沖縄大学が含まれる真和志地区で本学周辺の避難所としては、上間小学校、寄宮中学校、

古蔵小学校が那覇市の指定避難所となっており、多数の近隣住民の避難が予想される。 

避難誘導班は、那覇市（真和志支所：TEL098-832-8231）等の災害対策者と協議しつつ、

避難者を避難場所へ誘導し、その後速やかに避難所の建物内へ誘導する。 



４．学外への施設等の提供 

 学外の災害対策関係機関から、被災地域における人命救助その他の救援活動のため、 

施設等の提供の要請があった場合、対策本部長は提供するか否かを決定する。 

屋内避難所として提供する際の収容可能場所ならびに収容定員の目安は、（１）から（４）

となる。（収容人員数 約１４０人） 

（１） 本館 B1 多目的学習室（約３０人） 

（２） 本館１階ホワイエ(約３０人）  

（３） 本館１階同窓会館（約３０人） 

（４） 本館３階体育館アリーナ（約５０人） 

 

Ⅶ 災害復旧 

１．被害状況の把握 

 副本部長は、災害による施設、設備、土地及び備品等の被害状況を速やかに調査する。 

 被害状況は、手を加える前に写真、ビデオ等により日付入りで記録する。 

２．災害復旧 

（１）副学長、教務部長は、学生等に対する教育環境の整備に努める。 

① 補講、追試等修学上の配慮を行う。 

（２）常務理事、事務局長は、次の事項について災害復旧に努める。 

① 職員の勤務環境の整備 

② 教育研究環境の整備 

③ 施設、設備及び土地の早期復旧 

④ 備品等の早期調達及び修繕 

⑤ その他災害復旧に必要な業務 

３．二次災害の防止 

 副本部長は、崖崩れ、建物の崩壊等危険区域の発見に努め、二次災害の防止に努める。 

① 庁舎周辺及び庁舎内を巡回し、危険区域には立入禁止の措置を講ずる。 

② 危険建物等について倒壊防止等の応急措置を講ずる。 

③ ライフラインの復旧後に備え、出火等の防止策を講じる。 

 

Ⅷ 被害状況の報告、記録 

 被害状況の報告、記録については、災害情報連絡票（別表７）により総務班（学外機関

対応）が対応する。 

（１）発生時 

① 電話、口頭、電子メール等により災害発生の日時、場所、災害の原因、被害の程

度を報告する 

② 発生速報は逐次状況に応じて報告する。 



（２）中間報告 

① その後判明した被害状況を、部局の集計状況に応じて報告する。 

② 避難所を開設し、避難者の収容を実施したときは、その状況を報告する。 

（３）確定報告 

① 最終的な調査結果に基づく確定被害状況を報告する。 

 

Ⅸ 障がいのある学生・教職員の災害時対応 

１．支援者の選定及び確認 

 障害のある学生・教職員（以下「障がいのある学生等」という。）の避難のために、学

生支援課ならびに施設課においては、日ごろから災害に備えていざという時のための避

難介護体制として避難の付き添い・介助や避難情報の伝達などの支援をできる者（以下

「支援者」という。）複数名（学生は授業ごと）を決めておく。障がいのある学生等は支

援者を確認し、万一の際の協力を依頼しておく。 

 また、障がいのある学生等及び支援者は、障がいの種類に応じて、別表８及び別表９を

ふまえて適切な行動を取るようにする。 

２．防災カードの作成 

 災害時には、どんな状況下に置かれることになるのか予測がつかないため、障がいのあ

る学生等は「自分でできること、できないこと、望む援助や対応、必要とする支援等」を

支援者に的確に伝えるための準備をしておくことが重要となる。 

 そのため、住所、氏名、生年月日、血液型、障害の種類・程度、緊急時の連絡先（自宅・

家族・親戚・医療機関など）、治療の内容や服用している薬の種類、必要とする支援の内

容などを記載した「防災カード」（別表１０）を作成し、日ごろから携帯しておく。 

 

Ⅹ その他 

 このマニュアルに定める事項以外については、別に定める各部局等のマニュアルにより

対応するものとする。 



沖縄大学における災害発生時の対応（概要）

火災
・通報
・初期消火
・避難（誘導）

地震
・地震の安全確保
・火の始末
・出口の確保

津波
・情報の入手
・避難（誘導）

集中豪雨・台風
・気象情報
・早めの点検補修
・避難準備

核災害共通
・被害の把握

第１ステージ

災害発生 初期活動

教職員
学生

震度６弱以上の地震が発生したときは、危機対
策本部を設置して防災対応を編成する。震度５
強以下の地震であっても、必要に応じ危機対策
本部を設置する。

本部長 学長
副本部長
常務理事、副学長
本部員
事務局長
学生部長
教務部長
図書館長
マルチメディア

教育研究センター長
教職支援センター長
地域研究所長
経法商学部長
人文学部長
健康栄養学部長

危機対策本部

対策班（総務班、施設班、避難誘導班、救護衛生班）
①総務班
班長（事務局長）
副班長（総務課長、経営企画室長、入試広報室長）
班員（総務課職員、経営企画室職員、入試広報室職

員）
②消火班
班長（教務部長）
副班長（教務課長、教職支援センター事務長）
班員（教務部職員、教職支援センター職員）

③施設班
班長（事務局長）
副班長（施設課長、地域研究所事務長）
班員（施設課職員、地域研究所職員）

④避難誘導・救護衛生班
班長（学生部長）
副班長（学生支援課長、就職支援課長）
班員（学生支援課職員、就職支援課職員、

健康栄養学部助手）
⑤搬出班
班長（図書館長）
副班長（図書館事務長、経理課長）
班員（図書館職員、経理課職員）

別表１



別表２



 

 

   

 

発見者 

 ※時間外 平日 

※時間外 

緊急を要する場合 

 

危機発生 警察 

消防・救急 

近くの教職員・警備員 

（教室内：部署内線番号を掲示） 

警備員：守衛室  

時間外の電話は警備室に集中管理 

学生支援課 

（保健室） 

総務課 

（危機管理総括） 

施設課 

急行・確認 

保護者 

家族等 

報道機関 

事務局長 

学長 

 

（必要があると判断し

た場合、危機管理対

策本部設置を発令） 

経営企画室 

関係部署 

緊急連絡先を参

照し、連絡する 

発
見
者

通
報

場
合

必
要

応

通
報

 

マスコミ対応が生じる場合 

連絡先 

総務課：098-832-6732  

学生支援課：098-832-7182  

保健室：098-993-7119  

施設課：098-832-5575  

緊急時の連絡体制 

キャンパス 110 番 

必要に応じて協力を仰ぐ 

別表３



内線 外線

本部長 学長 １３１ ８３２－３２１６

副本部長

常務理事 １６９

副学長 １１１

本 部 員

事務局長 １５６ ８３２－２９１０

学生部長 １７２ ８３２－７１８２

教務部長 ２３８ ８３２－１７６８

図書館長 ３０３ ８３２－８２２５

マルチメディア教育研究センター長 ３４６ ８３２－３２１７

教職支援センター長 １９７ ９９３－７９９１

地域研究所長 ３２１ ８３２－５５９９

経法商学部長 ３５１ ８３２－２８５４

人文学部長 ３５２ ８３２－２８５８

健康栄養学部長

対 策 班（総務班、消火班、施設班、避難誘導・救護衛生班、搬出班）

①総 務 班

班 長（事務局長） １５６ ８３２－２９１０

副班長（総務課長、経営企画室長、入試広報室長） １５４ ８３２－６７３２

班 員（総務課職員、経営企画室職員、入試広報室長）

②消火班

班 長（教務部長） ２３８ ８３２－１７６８

副班長（教務課長、教職支援センター事務長） ２３８

班 員（教務部職員、教職支援センター職員）

③施設班

班 長（事務局長） １５６ ８３２－２９１０

副班長（施設課長、地域研究所事務長） ２００ ８３２－５５７５

班 員（施設課職員、地域研究所職員、ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ教育 研究ｾﾝﾀｰ職員）

④避難誘導・救護衛生班

班 長（学生部長） １７２ ８３２－７１８２

副班長（学生支援課長、就職支援課長） １１６

班 員（学生支援課職員、就職支援課職員、健康栄養学部助手）

⑤搬出班

班 長（図書館長） ３０３ ８３２－５５７７

副班長（図書館事務長、経理課長） ３０５

班 員（図書館職員、経理課職員）

別表４



別表５

外部緊急連絡先
文部科学省（代表：０３－５２５３－４１１１）
○人的被害・休校等：高等教育局国立大学法人支援課支援第二係

０３－６７３４－３７６６
○施設被害：文教施設企画部施設企画課防災推進室

０３－６７３４－２２９０

消防、警察署
○那覇中央消防署１１９又は 098-867-9915（那覇市銘苅 2-3-8）
○那覇警察署 １１０又は 098-836-0110（那覇市与儀 1-2-9）

自治体（那覇市）
○那覇市役所 098-867-9915（那覇市泉崎 1-1-1 ）
〇那覇市防災危機管理課 098-861-1102（那覇市泉崎 1-1-1-5F ）
○那覇市（真和志支所 098-832-8231）

電気・ガス・水道等
○沖縄電力カスタマーセンター 0120-586-701
○りゅせきエネプロ 098-858-0611
〇大平ガス 098-877-6608
〇沖縄協同ガス 098-998-3000
○那覇市上下水道局 098-941-7804

その他
○災害用伝言ダイヤル１７１



別表６

備蓄品の保管 

 

※現状はないが、今後備えていく必要があるため、宮崎大学 http://gakumu.of.miyazaki-

u.ac.jp/gakumu/images/bousaimanyual20150326manual.pdf(30 頁)を参考に、以下の備蓄品を検討する。 

 

１．備蓄品の種類等 

備蓄品の種類 

 

規格 本館、 

1~4 号館等 

アネックス 合計 

カンパン（保存期間〇年）     

ご飯（保存期間〇年）     

水（保存期間〇年）     

非常持ち出し袋     

割り箸     

紙コップ     

紙皿     

毛布     

トラロープ     

ブルーシート     

リヤカー     

安全キャンドル     

蛍光灯ランラン     

強力防水ライト     

バルーン投光器     

LED 強力ライト     

ハンドマイク（サイレン付き）     

ポータブル発電機     

カセットガス発電機     

ガスボンベ     

非常用浄水器（淡水用）     

非常用浄水器（かん水用）     

 

２．備蓄品の保管場所 

本館、1~4 号館等 
 

 

アネックス 
 

 

 



別表７

災 害 情 報 連 絡 票（第  報） 

（     年   月   日   時   分現在） 

報告者 

所 属  

氏 名  

電 話  

 

災害事象の概要 

 

 

 

 

発生又は知覚日時 年     月    日    時    分 

発生場所 

 

 

 

被害の状況 

 

 

 

 

緊急対応の状況 

応急措置の状況、職員等の避難状況等： 

 

 

関係機関への連絡： 

 

災害情報の通報者 

区分 教員・職員・学生・その他（    ） 

氏名  

通報日時 年   月   日   時   分 

その他・ 

災害事象の原因など 

 

 

 

受

信

者

の

対

応

状

況 

受 信 者 

所属  

氏名  

電話  

関係者への

連絡 

 

（処理時間：  年   月   日   時  分） 

その他の 

対応 

 



別表８
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別表１０



別表１０


